
 

 

 

 

 

 

貸 借 対 照 表 

                                   （2021 年２月 28 日現在）                     （単位：千円） 

 科     目 金  額   科     目 金  額 

（資産の部）  （負債の部）   

流動資産 1,344,750 流動負債 315,017 

 現金及び預金 1,255,244   工事未払金 129,635 

 完成工事未収入金     44,962   未払金 20,800 

 未成工事支出金 6,956   未払費用             39,169 

 原材料及び貯蔵品 9,470  未払法人税等 24,772 

 前払費用 18,671   未成工事受入金 51,515 

 その他 9,445   預り金       16,600 

固定資産 1,623,739  未払消費税等 6,323 

 有形固定資産 1,509,767   賞与引当金 25,000 

 建物 489,003 その他 1,200 

 構築物 3,466   

 機械装置 210 固定負債 25,183 

 車両運搬具 4,096  退職給付引当金 25,183 

 工具器具備品 4,065    

 土地 851,287   負 債 合 計 340,201 

 建設仮勘定 157,637 （純資産の部）  

   株主資本 2,628,289 

 無形固定資産     4,760 資本金 50,000 

 ソフトウェア 1,059 資本剰余金 178,503 

 その他 3,700  資本準備金 178,503 

 投資その他の資産 109,211 利益剰余金 2,399,785 

 従業員に対する長期貸付金 256   利益準備金           7,550 

 長期前払費用         537   その他利益剰余金 2,392,235 

 敷金及び保証金 85,790   別途積立金           671,000 

 繰延税金資産         21,783   繰越利益剰余金 1,721,235 

 その他 843   純 資 産 合 計 2,628,289 

 資 産 合 計 2,968,490   負債・純資産合計     2,968,490 
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個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

    ① たな卸資産の評価基準及び評価方法 

ア 未成工事支出金 

     個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を適用しております。 

イ 原材料及び貯蔵品 

     個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を適用しております。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産（リース資産を除く） 

建物は定額法、その他の有形固定資産は定率法を採用しております。 

ただし、2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ

ております。 

   ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

   ③ リース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（３）引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（退職給付会計に係る当

事業年度末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法）の見込み額に基づき、当事業年度

末に発生していると認められる額を計上しております。 
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（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

２. 貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額                   169,522 千円                 

 

３．税効果会計に関する注記 

    繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

繰延税金資産    小計  24,765千円 

評価性引当額 △2,985千円 

繰延税金資産    合計  21,783千円 

 

４. 関連当事者との取引に関する注記 

       該当事項はありません。 

                                                                                                                             

５．１株当たり情報に関する注記 

 （１）１株当たり純資産額                         3,166 円 61 銭 

 （２）１株当たり当期純利益                        115 円 23銭 

  

６．重要な後発事象に関する注記 

    該当事項はありません。 

  

７．当期純損益金額                        95,646 千円 

賞与引当金 8,650千円 

法定福利費    1,351千円 

未払事業税 1,884千円 

棚卸資産評価損 980千円 

退職給付引当金 8,713千円 

一括償却資産 202千円 

減損損失(土地) 2,353千円 

その他 632千円 


